
認定祝賀行事（岐阜県庁） 

「清流長良川の鮎」が世界農業遺産に認定!! 

問い合わせ ■岐阜県里川振興課 （雨宮・岩本） あああああああ 電話 058－2７２－1111（内線３１５８） 

 平成２７年１２月１５日、「清流長良川の鮎」が世界農業遺産に認定されました。 
 岐阜県南部を流れる長良川は、流域に８６万人の人口を抱え、都市部を流れる川
でありながら豊かな水量と良好な水質を誇り、この清流によって育まれた鮎は全国
屈指の漁獲量とブランド力を誇っています。また、流域では水と農林産物を原料と
する和紙等の伝統工芸、水にまつわる信仰・民俗芸能など独特の歴史・文化が息づ
いています。 
 長良川は手つかずの自然の中で環境が保たれている自然河川ではなく、森林管理
や水防施設、清掃管理など、人が適正に関与することにより生活領域の中を流れ、
生活水源・漁場・農業用水等の経済的価値、及びレジャー・景観・歴史文化等の精
神的価値を有し、かつ生物多様性を保持している『里川』です。この長良川におけ
る人の生活、水環境、漁業資源が連環する里川システムは、世界に誇るべき「長良
川システム」です。 
 岐阜県の農業政策の基本方針は「攻めの農業」です。 
 世界農業遺産「清流長良川の鮎」は『長良川』や『鮎』が単体として世界に認め
られたのではなく、流域の人々による水質保全活動で清流が保たれ、その清流で鮎
が育ち、清流と鮎は地域の経済や歴史文化と深く結びつき、長良川における、人の
生活、水環境、資源がバランスを保っていることが世界に認められたのです。 
 長良川の豊かで清らかな水は、流域の特徴ある農産物を育んできたことは言うま
でもなく、我々に様々な恵みを与えてきた長良川を将来へとつなぐため、農業サイ
ドからも環境保全活動などに積極的に参加していく機運を盛り上げていきましょう。 
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認定証を受け取る古田知事 
（ＦＡＯ本部イタリア・ローマ） 

最新情報お届けします！ 

農地 経営 農政 



農地中間管理事業のさらなる推進を!! 
 平成２８年４月１日に施行される改正農業委員会法により、農業委員会の必須業
務に「農地の最適化の推進（担い手への農地利用の集積・集約化、耕作放棄地の発
生防止・解消、新規参入の促進）」が位置づけられることとなり、また、新たに農
地利用最適化推進委員を委嘱することになるなど、農業委員会と農地中間管理機構
との更なる連携強化により、農地中間管理事業等を活用した担い手への農地の集
積・集約化を一層進めることとなりました。 

(１）募    集 募集回数：６回（Ｈ２６～Ｈ２７）     
(２）募集対象地域 ４０市町村（２２０区域）※農地中間管理事業の対象地域は４０市町村（農業 
          振興地域設定のない笠松町、岐南町は対象外） 
(３）募 集 結 果  ア 応募の申込みがあった市町村（区域数）数 
           ・４０市町（２１６地区）で応募があった。 
          イ 借受希望者数、面積 
           ・８９８経営体（個人６３５、法人２６３）より借受希望の申込みがあり、 
            借受希望面積は１１，０５５ｈａ（耕地面積の１９．４％）となった。 
            →Ｈ２６年度末より２１５経営体、２，３６７ｈａ増加。 
          ウ 地域別申込状況 
           ・平坦地域が主体となる岐阜、西濃、揖斐地域で応募が多く、３地域の借り 
            受け希望面積は県全体の８０％となっている。 

1．借受希望者の募集状況 

農地中間管理機構（（一社）岐阜県農畜産公社）の取組状況 

〈借受希望者数、借受希望面積等 〉 ※平成２８年１月末現在（速報値） 

年  度 
借受 

希望者数 
（経営体） 

借受希望面積 
（ｈａ） 個人 法人 

うち新規参入 うち新規参入 

平成２６年度末 累計 ６８３ ４８７ １４ １９６ ５ ８，６８８ 

平成２８年度末 累計 ８９８ ６３５ ４９ ２６３ ９ １１，０５５ 

※Ｈ２７の新たな担い手集積面積は速報値（精査中） 

◆ 平成２７年度は、１２月末までに２６年度実績の約３倍となる２，７５８．２ｈａの農用地を 
  借受し、２，７５５．５ｈａの貸付けを実施した。 
   →新規集積面積は、２６年度実績の約８倍となる約５００ｈａ程度となる見込み。 
◆ 平成２７年度の事業活用市町村は２月末までで３４市町（事業対象地域４０市町村）となり、 
  多くの地域で事業活用が進んだ。 
   →Ｈ２６からの累計では３６市町村（未活用４市町村）となる見込み。 
◆ 貸付先は、認定農業者等の地域の担い手が主体であるが、新規参入者（新規就農者、農外企業） 
  への貸付けも実施。（３３人、２法人） 

２．農用地の借受け・貸付け（転貸）の状況 

〈農用地の借受け・貸付け（転貸）の状況〉 ※平成２８年２月末現在 

年  度 

     借受け 

  内 貸付け（転貸）    内 
 未貸付け 
（ストック分） 

市町村数 
面 積 
（ｈａ） 

市町村数 
面 積 
（ｈａ） 内 新たな担い手 

集積面積（ｈａ） 
面 積 
（ｈａ） 

平成２６年度 １８ ９３９．４ １８ ９３９．３ ６５．０ ０．１ 

平成２７年度 
（２月末まで） 

３５ ２，７５８．２ ３４ ２，７５５．５ ５００※ ２．７ 

累 計  実３６ ３，６９７．６ 実３６ ３，６９４．８ ５６５※ ２．８ 



〈市町村別の農用地の借受け・貸付け（転貸）の状況〉 ※平成２８年２月末現在 

岐阜市 0.3 0.3 30.5 30.5 30.7 30.7
羽島市 37.2 37.2 71.2 71.2 108.4 108.4
各務原市 0.5 0.5 0.5 0.5
山県市 0.6 0.6 0.6 0.6
瑞穂市 128.9 128.9 128.9 128.9
本巣市 364.5 364.4 0.1 70.1 68.9 1.2 434.6 433.3 1.3
北方町

402.0 401.9 0.1 301.7 300.5 1.2 703.7 702.4 1.3
大垣市 116.0 116.0 116.0 116.0
海津市 331.1 331.1 974.7 974.7 1,305.7 1,305.7
養老町 40.5 40.5 536.7 536.7 577.3 577.3
垂井町 37.0 37.0 37.0 37.0
関ケ原町 4.4 4.4 4.4 4.4
神戸町 15.4 15.4 58.3 58.3 73.7 73.7
輪之内町 80.7 80.7 80.7 80.7
安八町 41.6 41.6 41.6 41.6

387.0 387.0 0.0 1,849.5 1,849.5 0.0 2,236.5 2,236.5 0.0
揖斐川町 3.2 3.2 25.3 25.3 28.6 28.6
大野町 3.3 3.3 65.5 65.5 68.8 68.8
池田町 11.9 11.9 34.5 34.5 46.4 46.4

18.5 18.5 125.3 125.3 143.8 143.8
関市 32.3 32.3 8.2 8.2 40.5 40.5
美濃市 2.4 2.4 2.4 2.4

32.3 32.3 10.6 10.6 42.8 42.8
郡上市 53.6 53.6 53.6 53.6

53.6 53.6 53.6 53.6
美濃加茂市 0.8 0.8 0.4 0.4 1.2 1.2
可児市 4.2 4.2 7.3 7.3 11.5 11.5
坂祝町 0.9 0.9 0.9 0.9
富加町 23.2 23.2 0.5 0.5 23.7 23.7
川辺町

七宗町

八百津町

白川町 9.6 9.6 50.1 50.1 59.7 59.7
東白川村 1.0 1.0 1.0 1.0
御嵩町 15.1 15.1 12.1 12.1 27.2 27.2

53.6 53.6 71.4 71.4 125.1 125.1
多治見市 0.2 0.2 0.2 0.2
瑞浪市 4.6 4.6 4.6 4.6
土岐市 7.2 7.2 7.2 7.2

12.0 12.0 12.0 12.0
中津川市 43.0 43.0 102.0 102.0 145.0 145.0
恵那市 152.8 152.8 152.8 152.8

43.0 43.0 254.8 254.8 297.8 297.8
下呂市 40.4 40.4 40.4 40.4

40.4 40.4 40.4 40.4
高山市 9.9 8.4 1.5 9.9 8.4 1.5
飛騨市 3.0 3.0 27.7 27.7 30.7 30.7
白川村 1.3 1.3 1.3 1.3

3.0 3.0 38.9 37.3 1.5 41.9 40.4

計 (36市町） 939.4 939.3 0.1 2,758.2 2,755.5 2.7 3,697.6 3,694.8 2.8

市町村名　

平成２６年度 平成２７年度（２月まで） 累計（平成２６～２７年２月まで）

借受面積 貸付面積 未貸付面積借受面積 貸付面積 未貸付面積 借受面積 貸付面積 未貸付面積

岐阜地域

可茂地域

西濃地域

揖斐地域

東濃地域

中濃地域

飛騨地域

郡上地域

恵那地域

下呂地域



【事例２】担い手間や地域の話合いを通じた農地の集約化（分散解消） 

【事例1】担い手間や地域の話合いを通じた農地の集約化（分散解消） 

地域における中間管理事業の取組事例（平成２６年度） 



問い合わせ ■（一社）岐阜県農畜産公社 （櫛田・総山） あああああああ 電話 058－2１５－６４３４ 

中間管理事業の推進上の課題と今後の対応 



「農の雇用事業」参加募集を開始しました!! 



問い合わせ ■岐阜県農業会議 農の雇用相談室 （三浦・梅村） あああああああ 電話 058－268－2527 



農地保有に係る課税の軽減と強化!! 
～平成２８年度税制改正～ 
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問い合わせ ■岐阜県農業会議 農地・経営課 （田中・松浦） あああああああ 電話 058－268－2527 

 経営所得安定対策等の交付金を活用して、計画的に農業経営の基盤強化（農用地、農業

用の建物・機械等の取得）を図る取り組みに対する支援措置が設けられています。 

 ※詳細は別添リーフレットをご覧ください。 

特例措置の内容 

経営所得安定対策等の交付金を農業経営改善計
画などに従い、農業経営基盤強化準備金として積
み立てた場合 

個人の場合 必要経費に算入可能 

法人の場合 損金に算入可能 

農業経営改善計画などに従い、積み立てた準備金を取り崩す場合 

圧縮記帳が可能 受領した交付金をそのまま用いて、農用地、農業用の建物・機械等
を取得した場合 

農業経営基盤強化準備金制度の活用を!! 

農地保有にかかる税の軽減措置の具体例 

１ 貸借期間１５年以上 ⇒ 最初の５年間 

２ 
貸借期間１０年以上 
      １５年未満 

⇒ 最初の３年間 

農業委員会が農地中間管理機構との協議の勧告
を行うケース 

１ 
利用意向調査で意思表明から６カ月を経過し
ても、意思のとおり実施していない。 

２ 
利用意向調査を行った結果、６カ月を経過し
ても、意思表明がなかった。 

１．農地保有に係る課税の軽減 

 所有する農地の全て（１０ａ未満の自留

地を除く）について、農地中間管理機構に

対して新たに１０年以上の貸借期間を設

けて貸付を行った場合、一定の期間固定

資産税が１／２に軽減されることになりま

す。 

２．農地保有に係る課税の強化 

 農業振興地域において、農業委員会の

実施する農地利用状況調査(※)の結果、

遊休農地であるとされたもののうち、農地

中間管理機構との協議の勧告を受けた

農地が対象となります。 

 固定資産税の評価替えを行わないこと

となるため、結果として課税評価額が､ 

１．８倍となります。 

※農地法第３０条に基づいて農業委員会が管内の
全ての農地を対象に実施する調査です。 


